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要旨 本論文は，プラザ合意が結ばれた 1985 年から 2000 年の期間で，我が国製造業において集積の経

済が存在するのかどうかを，Kim[16]のフレキシブルなトランスログ生産関数に基づくパネル分析によ

り明らかにする．本論文の対象とする製造業は，日本標準産業分類 4 桁（細分類）の産業である．近年，

集積の経済や地理的集中に注目し，新経済地理学(New Economic Geography, 以下 NEG)に基づく集積

の経済に関する理論的研究が Krugman[17]，Fujita, Krugman and Venables[8]，Fujita and Thisse[9]
等を中心に数多く行われているが，日本ではまだ集積の経済に関する実証分析は少ない．徳永・阿久根

[25]，徳永・影山・阿久根[26]， 阿久根優子・徳永澄憲[1][2]は，我が国製造業および食品産業の集積度

と共集積度を Ellison and Glaeser[6]の集積指数を用いて計測を行い，異時点間分析を行った．そこで，

本論文では，わが国製造業において単独業種の集積と当該業種を含む関連異業種との集積(共集積)の集

積の経済が存在するのかどうか，もし存在するのであればその経済効果の程度はどのくらいなのかを実

証的に分析する． 
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